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●22年度予算編成にあたって 

 
 
 
 
           

 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：千円，％） 

に向けた５つの重点的取組項目 
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経 済 ・ 雇 用 問 題 

地 球 環 境 問 題 

本年度、全線開業する九州新幹線 

国・地方を通じた厳しい財政状況 

「人とみどりが輝くまち・かごしま」の創造 

１“新幹線･大交流時代”オリジナリティを生かした活力都市の創造 

２“地球環境時代をリード”みどり輝く共生都市の創造 

３“学ぶよろこび・育むぬくもり”心の豊かさ実感都市の創造 

４“みんなの笑顔を安心サポート”安全・快適都市の創造 

５“市民のために・市民とともに”協働・連携重視の効率的な行財政

運営  

地方分権・新時代への移行を見据えて 

22年度 当初予算（案） 

平成22年度（Ａ） 平成21年度（Ｂ） 比較（Ａ－Ｂ）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

100.0 14,533,000 4.0合 計 378,946,000 100.0 364,413,000

27.7 1,870,000 1.9

企 業 会 計 56,534,000 14.9 59,105,000 16.2 △2,571,000 △4.3

特 別 会 計 102,672,000 27.1 100,802,000

会         計

一 般 会 計 219,740,000 58.0 204,506,000 56.1 15,234,000 7.4
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● 一般会計当初予算（案）の特色 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

雇用対策・地域経済の活性化に十分配慮するとともに、将来を見据えた

活力と魅力あるまちづくりへ向けた積極型予算 

○ 一般会計の予算規模は過去最高 2,197億 4千万円（＋152億 3千万円） 

・ 地方財政計画の伸び率 △0.5％を大きく上回る7.4％増 

・ 3年連続のプラス予算 

Ⅰ 前年度比７．４％増の積極型予算（一般会計） 

○ 市     税 ７９８億６千万円 （△11億 9千万円 △ 1.5％） 

○ 国 庫 支 出 金 ４２４億２千万円 （＋94億5千万円 ＋28.7％） 

○ 地 方 交 付 税 ３０５億円    （＋27億円       ＋ 9.7％） 

  実質的な地方交付税 ４０５億円 （＋60億円 ＋17.4％） 

  （地方交付税＋臨時財政対策債） 

○ 市     債 ２７７億１千万円 （＋53億円    ＋23.7％） 

  うち臨時財政対策債 100億円 （＋33億円 ＋49.3％） 

  うち合併特例債 70億 1千万円 （＋19億円 ＋37.1％） 

Ⅱ 歳入の主なもの 

○ 扶 助 費   587億 7千万円（＋107億 1千万円 ＋22.3％） 

○ 雇用対策・地域経済対策費  総額 675億円（予算額 449億円）  

※ 21年度 2月補正（32億 3千万円）を合わせると、総額707億 3千万円 

・普通建設事業費 414億 5千万円（＋ 27億１千万円  ＋7.0%） 
・緊急雇用創出事業臨時特例基金事業、ふるさと雇用再生特別基金事業  7 億 2千万円    
・中小企業者への金融支援 
経営安定化資金の緊急特別対策（融資枠 109億円→147億円 38 億円増） 

Ⅲ 歳出の主なもの 

○ 基 金 残 高  21年度末見込み   195億 9千万円 

           22 年度末見込み   143億 3千万円 

○ 市 債 残 高  21年度末見込み 2,070億 6千万円 

           22 年度末見込み 2,062億 2千万円 

○ プライマリーバランス     8 億 4千万円の黒字 

 

Ⅳ 基金と市債の状況 

※（歳入－市債発行額）－（歳出－元金償還額） 

（財政３基金の合計） 
52億 6千万円の減少

8億 4千万円の減少 
（臨財債を除く） 
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●一般会計当初予算（案）の概況（歳入） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一般会計歳入予算款別前年度比較表 

 

 
 

（単位：百万円） 

総額 
 
2,197 億 4 千万円   

・市 税：景気低迷で市民税が減少（11.9 億円減）         ・国庫支出金：子ども手当など扶助費増による大幅増 

・繰入金：市債管理基金などからの繰入の減（20.9 億円減）                              （94.5 億円増） 

・地方交付税：地域主権改革のための特別枠による増 

（27.0 億円増） 

・市 債：臨時財政対策債などが大幅増（53.0 億円増） 

・県支出金：児童福祉費、雇用対策費などが増加 

（22.5 億円増） 

（単位：百万円，％） 

市税 
79,863 
36.4% 

繰入金 
5,807 
2.6% 

使用料及
び手数料 
6,440 
2.9% 

諸収入 
2,282 
1.0% 

分担金及
び負担金 
2,151 
1.0% 

繰越金等 
2,338 
1.1% 

国庫支出
金 
42,416 
19.3% 

地方交
付税 
30,500 
13.9% 

市債 
27,713 
12.6% 

県支出金 
11,464 
5.2% 

地方消費
税交付金 
5,273 
2.4% 

地方譲与
税 
1,781 
0.8% 

その他 
1,712 
0.8% 

自主財源 依存財源 

依存財源 120,859 55.0% 自主財源 98,881 45.0% 

主な増減理由 
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●一般会計当初予算（案）の概況（歳出・目的別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般会計歳出予算（目的別）前年度比較表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・総務費：市民文化ホールの整備や国勢調査費などが増加（8.2 億円増） 

・民生費：子ども手当費や生活保護費など扶助費が大幅増（130.5 億円増） 

・土木費：低地区総合浸水対策緊急事業や再開発事業の一部完了などによる減少（8.5 億円減） 

・教育費：新鴨池公園水泳プールや近代文学館･メルヘン館の整備事業などが大幅増（18.2 億円増） 

民生費 
87,347 
39.8% 

土木費 
36,573 
16.6% 

教育費 
22,322 
10.2% 

公債費 
25,666 
11.7% 

（単位：百万円，％） 

総務費 
15,677
7.1% 

衛生費 
14,839
6.8% 

その他 
17,316
7.8% 

総額 
 
2,197 億 4 千万円   

（単位：百万円） 

比較（Ａ－Ｂ）

当初予算額構成比当初予算額構成比 増減額 増減率
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土 木 費

消 防 費

教 育 費

16.6
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2.6
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7.415,234
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主な増減理由 
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●一般会計当初予算（案）の概況（歳出・性質別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一般会計歳出予算（性質別）前年度比較表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

扶助費 
58,771 
26.7% 

（単位：百万円，％） 

人件費 
36,828 
16.8% 

公債費 
25,666 
11.7% 

普通建設
事業費 
41,448 
18.9% 

物件費 
25,571 
11.6% 

災害復
旧費 
989 
0.4% 

補助費
等 
14,643 
6.7% 

繰出金 
12,496 
5.7% 

維持補
修費等 
3,328 
1.5% 

・扶助費：子ども手当費や生活保護費などが大幅増（107.1 億円増） 

・普通建設事業費：新鴨池公園水泳プール整備・運営事業や児童福祉施設等整備費補助金などが増加（27.1 億円増）                                     

・物件費：緊急雇用対策費や情報システム最適化に係る経費などが増加（8.2 億円増） 

 

総額 
 
2,197 億 4 千万円   

（単位：百万円） 
義務的経費 
55.2％ 

投資的経費 
19.3% 

その他 
25.5% 

主な増減理由 


